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回，放送総局番組考査会議で，放送関係の部局長
および関連団体の代表者に通知し，さらに理事会
に報告している。

2．放送番組モニター

　放送の視聴実態を示す指標としては，視聴率や
電話・メールなどによる反響があるが，視聴者の
番組に対する感想・意見・評価を詳細に把握する
ことは難しい。「放送番組モニター」は，放送に
関心の高い視聴者に番組の視聴を依頼し，その感
想・意見などを「リポート」として報告してもら
う制度である。その内容は，考査室が行う番組考
査の参考にするとともに，取材・制作者にとって
貴重な「視聴者の声」になっている。16年度は，
地上波，BS，若者，特別，専門の各モニターを，
全国で1,922人に委嘱した。
　モニターからの報告件数は，年間で約15万件に
上る。これらは番組別にまとめられ「週刊モニタ
ーの声」としてイントラネットに掲載している。
16年度は，ニュース224項目，番組286本（G：
194，E：40，BS1：22，BSP：30）についてモニ
ターの声を集約した。また，これ以外の番組につ
いても，モニターの番組評価をグラフ化して一覧
掲載する取り組みを新たに始め，16年度は372本
（G：207，E：34，BS1：27，BSP：104）を取り
上げた。モニター対象の番組選定にあたっては，
新番組や開発番組，特集番組を中心に，夏の戦争
と平和関連，リオ五輪・パラリンピック，震災関
連など，幅広い分野から注目度の高い番組を重点
的に選んだ。
　モニターの意向の集計・分析資料は，月 1回，
月報として理事会にも報告している。
　16年11月には，モニターの代表から直接，ニュ
ースや番組に対する意見や要望を聞く懇談会を開
催し，報道局や制作局，編成局などの責任者も出
席して，活発な意見交換が行われた。また，夏の
定期異動後に全局を対象にした「モニター管理業
務説明会」を開くなど，各局のモニター担当者に
対する支援に力を入れ，NHK全体でのモニター
管理の充実・強化を図った。

3．人権・商標問い合わせ

　考査室では，取材・制作の過程で生じる人権や
差別，広告などに関する問題についての問い合わ
せや相談に対して日常的に助言を行い，番組の質
の維持向上や，放送倫理の徹底を図っている。

5 節 調査研究
　NHK放送文化研究所（文研）は，メディア環境
の急激な変化の中で，時代が求める放送やメディ
ア，国内外の公共放送についての調査・研究，人々
のメディアへの接触動向の調査などを実施し，そ
の成果を，多様な場で公表し，社会に還元した。
　（①～⑤は16年度調査・研究の重点項目）
①「 時代に即した新しい放送サービス・メディア
のありよう」

　“これからのテレビ”を巡るメディア最新動向
の調査・研究や，タイムシフト視聴とリアルタイ
ム視聴の実態調査，動画配信などインターネット
サービスの利用者像を探る調査，デジタルメディ
アを活用した教育サービスに関する調査・研究な
どを行った。
②「豊かな放送文化の継承・発展」
　東京オリンピック・パラリンピックの開催に向
け，障害者スポーツの振興における放送の実態や
役割の研究に着手したほか，アーカイブ番組を活
用したドキュメンタリーの研究，地域放送に関す
る研究などを行った。
③「幅広く “世論” を捉え，社会に還元」
　日本国憲法が施行70年を迎えるのを前に，世論
調査を行い，日本人の憲法観や，憲法改正などに
対する意識を探った。
　また，時代に即した世論調査手法の開発・検討も
進め，固定電話と携帯電話の併用調査を実用化した。
④「公共放送・メディアの役割」
　大規模災害時の防災情報がどのように運用・伝
達され，住民の防災行動に結び付いたか現地調査
を行い，防災・減災報道や，復興支援における公
共放送・メディアの役割や課題を多角的に調査・
研究した。また，世界各国の放送制度についての
調査・研究を行い，“公共放送”の将来像を展望
している。
⑤「 多面的・効果的な成果展開と，より一層の専
門性の追求」

　定期刊行物やシンポジウム開催に加え，インタ
ーネットによる情報発信に引き続き力を入れて取
り組んだ。また，メディア史・アーカイブス研究
の成果を，博物館での企画展の充実や，歴史資料
の戦略的な収集などに生かした。
　一方で，研究員の論文について，外部有識者に
よるレビューを実施し質の向上にも努めた。また，
各種学会での研究発表やパネリストとしての参加
も積極的に行った。
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海外メディアの研究

1．公共放送総合研究

　イギリスがEUからの離脱を決定した国民投票
は世界を驚かせるニュースとなったが，公共放送
のBBCがどのようにこの国民投票を報道したの
か，投票日の前後に現地調査を行った。そして報
道職員全員にオンライン研修を義務付けたことや
世論調査や出口調査を行わなかったことなどを
『放送研究と調査』で報告するとともに，BBC
の担当者を招へいして文研フォーラムでシンポジ
ウムを開催した。BBCに関してはこのほか，毎週
放送している視聴者からの苦情を紹介する15分間
の番組『Newswatch』についても調査し，BBC
が視聴者への説明責任をどう果たそうとしている
のか，『放送研究と調査』で報告した。
　台湾の新政権がメディア政策の一環として公共
放送の充実を図っていることについて，現地調査
を基に『放送研究と調査』で報告するとともに，
文研フォーラムで個人発表を行った。また，台湾
の公共テレビが「タブーがなく客観的な時事討論
番組」と位置づける『有話好説』について数年間
の継続的な視聴とキャスターへのインタビューを
基にした論考を，『放送研究と調査』で紹介した。

2．海外メディア総合研究

　15年度に行った世界各地のOTTサービスの調
査研究に基づき，文研フォーラムでのシンポジウ
ムの内容を『放送研究と調査』にまとめた。また，
無料視聴のサービスを公共放送のBBCがけん引
するイギリスのOTT事情と，自主制作化・課金化
・モバイル化の潮流の中で激しい競争が行われて
いる中国のOTT事情について，それぞれ『放送
研究と調査』で報告した。
　イギリスの主要な放送事業者がスポンサーとな
って運営されているロイヤル・テレビジョン・ソ
サエティーの年次大会に参加し，オンデマンド視
聴の増加に放送局がどう対応しているかについ
て，『放送研究と調査』で報告した。

3．グローバル化と放送メディア研究

　番組コンテンツの国際的な流通が進む中，韓国
と比べて海外展開が遅れているとされる日本にと
って，「クールジャパン」の対外発信は経済活性
化のためにも重要とされている。経済産業省や総
務省をはじめとする官民挙げての番組コンテンツ

国際展開への取り組みと，重要な市場と見られて
いる東南アジア地域でのネット調査で把握した番
組受容の実態について，『放送研究と調査』で報
告した。
　ABU（アジア太平洋放送連合）が16年 5 月に
開催した第 2 回災害報道サミットに参加し，
NHKの災害報道に学ぶアジアの放送局や，タイ
PBSが日本やインドネシアの防災体制などを取材
した番組について『放送研究と調査』で報告した。

4．『 NHKデータブック世界の放送2017』
の編集・刊行

　世界の放送制度と最新動向を集大成した『NHK
データブック世界の放送』17年版を発刊した。
　17年版は，韓国やフランスなどで 4 Kや 8 Kな
どの超高精細画質（UHD）の放送に取り組む動
きをはじめ，放送局によるインターネット配信サ
ービスの拡大・高度化や，デジタル化時代に求め
られる公共放送のサービスや財源確保の在り方な
どに重点を置いている。

国内メディア動向の研究

1．  デジタル多メディア時代のテレビについ
ての調査・研究

　13年にスタートしたシリーズ『「これからのテ
レビ」を巡る動向を整理する』の調査研究を継続
し，『放送研究と調査』に 2回にわたって論文を
執筆した。各社リリース資料を時系列に整理した
基礎資料をベースに，放送事業者やメーカー，
OTT事業者等への個別取材等を通じて，放送通
信融合時代のテレビや放送を取り巻く動向を可能
なかぎり網羅的に把握したうえで全体を俯

ふ

瞰
かん

して
論考した。
　16年度は，4 K・8 Kの衛星基幹放送による試験
放送が始まり，18年の実用放送開始に向け，衛星
基幹放送業務を担う事業者も認定された。また，
放送のネット同時配信に向けた本格的な議論が始
まり，新たなライブ配信サービスが次々に台頭して
いる。目まぐるしく動き，複雑化するメディア動向
を各種データを基に分析しつつ，放送通信融合の
時代からメディアの構造変化の時代へと向かいつ
つある環境下でのテレビのこれからを展望した。
17年 3月の文研フォーラムでは「『これからのテレ
ビ』はどこへ向かうのか？～存在意義の再定義に
向けて～」というタイトルで研究報告と総務省審
議官との対談を行った。
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　このほか，放送事業者によるニュースライブ配
信サービスに関する調査研究を行い，『放送研究
と調査』に論文を執筆した。 2つの放送事業者に
よるライブ配信チャンネルについて，サービスの
特徴や課題を明らかにするとともに，若年層ユー
ザーの獲得の実現性などについて考察した。
　また，16年10月にフランス・カンヌで開かれた
世界最大級の番組・映像・デジタルコンテンツの
見本市を取材し，放送事業者による幼児向けアプ
リの新潮流について『放送研究と調査』に「調査
研究ノート」を執筆した。

2．   障害者スポーツと放送に関する調査・研究

　20年に東京で開かれるパラリンピックに向けて，
障害者スポーツと放送に関する調査・研究を行っ
た。「障害者」と「スポーツ」，それぞれの法制度
を検証し，放送の役割と課題を20年以降も見据え
た共生社会実現の観点から考察，『放送研究と調
査』に執筆した。また，17年 3月の文研フォーラ
ムでは，所内の横断プロジェクトでシンポジウム
「パラリンピックと放送の役割」を開催した。

3．倫理・ジャーナリズムに関する調査・研究

　地域情報の発信はローカル局に期待される大き
な役割の 1つだが，実際にはキー局の番組の放送
が優先され，地域性が見えにくくなっている局も
ある。こうした中，自社制作の地域ドキュメンタ
リーを映画化して劇場公開したり，地元の素材を
生かした自社番組を制作して国内外へ販売する事
業を軌道に乗せるなどして注目を集める民放ロー
カル局を取材し，『放送研究と調査』に論文を執
筆した。東京中心の番組作りから脱却した各局独
自の番組作りの実践が，テレビ離れが進むといわ
れるこの時代のテレビの新たな可能性につながる
ことを示唆した。
　また，放送倫理・番組向上機構（BPO）の放
送倫理検証委員会が設立されてから，17年 5 月で
10年が経つのを機に，検証委員会の10年の歴史を
振り返る調査研究を行った。検証委員会が出した
25の委員会決定を中心に資料を分析，委員会の倫
理判断をたどることで放送界に横たわる構造的な
課題を浮き彫りにするとともに，委員会の調査役
を務めた経験者の目を通して，具体的な活動の実
相を見つめ，検証委員会の10年を重層的・立体的
に捉えた。

4．  減災に寄与する情報伝達，報道の在り方
に関する調査・研究

　メガディザスター（巨大災害）時代の災害情報
の伝達と報道の在り方に関する調査研究を16年度
も継続して実施した。
　近年，豪雨が多発し，川の水が堤防を乗り越え
ることで起きる「越水破堤」の危険性が増してい
ることから，国土交通省は15年，越水しても決壊
しにくい構造に堤防を補強し，越水から決壊まで
のタイムラグを引き延ばす対策の導入を決めた。
これを受けて，越水破堤のタイムラグに関する調
査研究に着手，タイムラグは具体的にどの程度あ
るのか，過去の大水害で生かされていたのかを検
証し，タイムラグを生かす情報の課題を提示する
論文を『放送研究と調査』に執筆した。
　16年 4 月には，熊本で震度 7の地震が発生。　
熊本地震における住民の情報取得行動などを探る
ため，17年 2 月に世論調査を実施した。被災地住
民を対象に，発災後の情報ニーズや情報取得行動，
発災以前の地震発生リスクの認識，生活再建の課
題などについて調査し，現在，分析を進めている。
　このほか，8 Kスーパーハイビジョンの防災活用
に関する調査研究を進めた。 4月の熊本地震では，
上空から撮影した 8 K映像によって，地震後の調
査では発見できなかった活断層による亀裂が複数
発見されるなど，従来のハイビジョンの16倍とい
う超高精細映像による防災面での活用の可能性が
広がっている。こうした動きについて，『放送研究
と調査』に調査研究ノートを執筆したほか，8 K
映像の防災活用を紹介する番組制作にも携わった。

メディア史の研究

1．『NHK年鑑2016』の刊行

　NHKをはじめ，放送界の動きを正確に記録す
る『NHK年鑑』の16年版（15年度の記録）を16
年11月に刊行した。
　16年版では，東日本大震災関連について，引き
続き，口絵グラビアで紹介するとともに，章を設
けて，復興に向けた動き，原発事故のその後，
NHKの取り組みなどを掲載した。また，「放送90
年」と「戦後70年」の節目にあたって放送した番
組を一覧表にまとめたほか，新たな可能性を開く
放送・サービスとして「 4 K・8 Kスーパーハイビ
ジョン」「インターネット同時配信」の動向を口
絵グラビアで紹介するとともに，本文中で詳しく
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記述した。

2．放送史の研究

　ラジオ放送が開始されてから90年余りが経過し
たのを契機に，これまでの放送史研究のテーマ設
定や方法論を再検討し，新たなアプローチで放送
の歴史を振り返るシリーズを開始した。『放送研
究と調査』17年 1 月号に放送の地域性を再考する
論考を，17年 2 月号に日本のテレビ研究史を振り
返る論考を掲載した。
　また，野鳥などの鳴き声をラジオで流す戦前の
「生態放送」に関する研究成果を『放送研究と調
査』16年 4 月号に掲載したほか，放送の不偏不党
の保障を掲げた放送法第 1条の制定過程について
検証した論考を16年 6 月号に掲載した。

3．ドキュメンタリー研究

　日本最初の本格的ラジオドキュメンタリーシリ
ーズであるNHKの『社会探訪』（1947～51年）に
ついて，当時の時代状況を踏まえつつ，表現形式
の特徴とその展開を考察した論考を『NHK放送
文化研究所年報2017』に掲載した。

4．オーラル・ヒストリー研究

　放送の発展に寄与した人々の証言を収集し，文
字として記録されていない放送の歴史に新たな光
を当てる「放送のオーラル・ヒストリー研究」を
継続した。16年度は，放送界を支えた女性に焦点
を当てる「放送ウーマン」史のシリーズを開始し
た。『放送研究と調査』16年 4 月号で，占領下，『婦
人の時間』のアナウンサーとして活躍した武井照
子さんを，16年 7 月号で，テレビの成長期以降，
民放で数々の番組を担当した美術デザイナーの國
嶋芳子さんを取り上げた。

5．「放送文化アーカイブ」の構築

　放送史関連資料や番組制作に関する資料をデジ
タル・アーカイブ化し，まとめて検索可能にする
「放送文化アーカイブ」について，国立情報学研
究所との共同研究を継続した。16年度は，NHK
イントラでの運用を継続し，機能の改善やコンテ
ンツの追加を行ったほか，外部の研究者などの利
用に向けた検討を行った。

6．「放送100年」に向けた展開の方法論調査

　2025年の放送開始100年を見据えて，今後，必
要とされる調査・研究や，成果展開の方法論につ
いて検討を継続した。16年度は，放送史研究でオ

ーラル・ヒストリーの手法を活用するにあたって
の方法論について，文研内での検討を実施した。

7．放送史資料の収集・整理

　文研が所蔵する放送関連の歴史資料（NHK放
送博物館内に収蔵）について，引き続き目録の整
備を進めるとともに，文書資料・写真資料のデジ
タル化や劣化対策を行った。また，16年度は，
NHKのOBやその遺族が所蔵する戦時期の資料に
ついて，体系的な調査に着手し，当時の記録など
の収集を行った。
　所蔵する資料に関しては，『放送研究と調査』
の「放送史料探訪」のコーナー（隔月で連載）で
紹介を行った。

放送用語の研究

1．放送用語委員会

　放送用語委員会は，16年度，地域拠点局で 8回
と東京本部で 4回実施した。
　本部での用語委員会は，『NHK日本語発音アク
セント辞典』改訂にあたり，変更した語形につい
て報告し，議論や意見交換をして用語の決定を行
ったほか，「しゅ」「じゅ」が［シ］［ジ］と発音
される（よう音の直音化）ことがある問題や，外
来語としてのアルファベットの発音などについ
て，報告や意見交換を行った。
　16年度放送用語委員会の東京開催分の議題は以
下のとおり。

〔第1403回〕　16年 5 月20日
　『NHK日本語発音アクセント新辞典』で語形
を変更した語についての報告

　～「借地借家法」の読みなど～（用語の決定）
〔第1405回〕　16年 9 月30日
　『NHK日本語発音アクセント新辞典』の促音
化した語形についての報告と意見交換

　～「追いかける」と「追っかける」など～
〔第1409回〕　16年12月 2 日
　「しゅ」「じゅ」が［シ］［ジ］と発音されるこ
とがある問題などについての報告と提案

　～「新宿」の［シンジュク］と［シンジク］～
〔第1413回〕　17年 2 月24日
　外来語としてのアルファベットの発音について
報告と意見交換

　～「A」は［エー］か［エイ］かなど～
　地域拠点局での放送用語委員会では，放送の視
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聴検討に加え，用語や表現に関する各局からの質
問に答えた。
　16年度の外部放送用語委員は，井上史雄，清水
義範，井上由美子，荻野綱男，町田健，青木奈緖，
笹原宏之の 7氏。地方用語委員会に参加する専門
委員は，日高貢一郎，豊島秀雄の 2氏である。

2．アクセント新辞典の刊行と出前解説

　放送のよりどころであるアクセント辞典を18年
ぶりに大きく改訂し，『NHK日本語発音アクセン
ト新辞典』として， 5月に刊行した。
　全国のNHKアナウンサーを対象にした大規模
なアクセント調査を 4回実施して収集したデータ
を基に，アクセントの追加，削除，順序変更など
について語ごとに検討したほか，日本や海外の地
名，IT関連語，数詞・助数詞などユーザーのニ
ーズが高い語を積極的に掲載し，見出し語総数 7
万5,000と充実させた。
　また，アクセント記号の変更など，使いやすく
するための画期的な変更をいくつか加えたことか
ら，放送現場に早く浸透させるべく，各局を回っ
て出前解説を実施した。16年度に出前解説を実施
したのは，アナウンス室，日本語センター，広島
局，札幌局，新潟局，仙台局，水戸局，奈良局，
松山局，福岡局，名古屋局，岐阜局である。なお，
拠点局開催時には管内各局も参加した。さらに，
社会還元として，一部の在京民放局でも，求めに
応じて出前解説を実施した。

3．アクセント辞典改訂報告

　18年ぶりに大改訂して発行した『NHK日本語
発音アクセント新辞典』について，今回の改訂が
どのようなものだったか，辞典そのものがどのよ
うに変わったのか，改訂作業を通じて明らかにな
ったアクセントの変化やアクセント規則について
の知見などを，『放送研究と調査』16年 7 月号か
ら17年 5 月号まで全11回にわたって報告した。

4．「語形・用法のゆれ」に関する調査

　「語形・用法のゆれ」に関する全国調査（世論
調査）を16年 7 月に実施した。今回は，人と人の
コミュニケーションにおけることばの選択をテー
マに，日常生活でよく使われる，敬語を使用した
「依頼表現」と「許可を求める表現」について，
どのような使用傾向があるかを調べたほか，相手
との対人関係をなるべく良好に保つことに配慮し
て用いられる「配慮表現」を巡って，さまざまな
男女差・年層差が確認された。調査結果は『放送

研究と調査』17年 7 月号と 8月号に論文として発
表した。

5．  オリンピック放送の「役割語」について
の研究

　リオデジャネイロオリンピック関連のテレビ放
送に出た外国人選手インタビューの翻訳テロップ
を，「役割語」という観点を導入して分析し，ノ
ンフィクションの分野であるオリンピック放送に
「役割語」が出現する理由について考察し，『放
送研究と調査』17年 3 月号で，「再考　オリンピ
ック放送の『役割語』～“日本人選手を主人公と
した『物語』”という視点から～」とする論考を
発表した。

6．番組協力などによる放送現場支援

　ことばに関するさまざまな研究成果や知見を基
に，テレビ，ラジオの番組への出演や制作へのア
ドバイスを行い，放送現場を支援した。16年度の
主な番組協力は以下のとおり。
◯『ラジオ深夜便』（ラジオ第 1）
　「気になる日本語」
　毎月第 1月曜午前 1時台（日曜深夜）放送
○『歴史秘話ヒストリア』（総合テレビ）
　「 日本人なのに通じナイ！？　明治標準語こと
はじめ」

　10月 7 日（金）午後 8時放送

番組の研究

1．視聴者層拡大に資する調査・研究

（1）連続テレビ小説についての研究
　ここ数年視聴率が好調な『連続テレビ小説』に
ついて視聴者がどう見ているかを15年度の「ま
れ」に引き続き「あさが来た」「とと姉ちゃん」「べ
っぴんさん」を対象にウェブアンケート・MROC
調査・グループインタビューなどの手法を用いて
調査し，視聴行動の特徴や高視聴率を支える要因，
視聴者に好まれる要素等を分析，『放送研究と調
査』に論文を 4本発表した。17年度以降も引き続
き後続のドラマについても研究を継続する。

2．テレビ文化を考察・研究する調査・研究

（1）安全保障関連法案に関するテレビ放送の研究
　15年に成立した安全保障関連法案について，
NHK民放を含めた関連番組をすべて録画し，法案
の内容や，国会審議の様子，国民の反応をテレビが
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どのように伝えたか分析して月報に論文発表した。
（2）東日本大震災のアーカイブスを題材とした

研究
　東日本大震災の発生から 5年を迎える16年 3 月
までの放送番組の分量やテーマ，キーワード等の
データを分析し，年報に発表した。また，データ
の蓄積と整理は継続している。
（3）テレビ・ドキュメンタリー制作者について

の研究
　テレビの草創期からドキュメンタリーの制作者
はどのようなことを考え，どのように働いてきた
かNHK・民放の制作者を対象に研究し，09年度
から15年度にかけて月報に発表した論文をまと
め，書籍として刊行した。そしてドキュメンタリ
ストをパネリストに招き，ドキュメンタリーにお
ける作家性を問うシンポジウムを文研フォーラム
で開催した。シンポジウムについては17年度の月
報で報告する。
（4）アーカイブ番組を大学教育に生かす「番組

eテキストシステム」実験授業の成果
　ハーバード大学など北米の大学でシステムを構
築，実験授業を開始した。この実験授業の成果に
ついて，17年度に月報で論文発表する予定。

3．地域放送に関する研究

地域放送局制作番組・視聴者意向調査
　15年度に実施した四国 4県（愛媛・香川・徳島・
高知）の地域放送番組についての調査を総合的に
分析し，四国全体の傾向と各県の傾向の差異等に
ついて分析・研究した。また，東海地区 3県（愛
知・岐阜・三重）の地域放送番組について，県内
での番組の見られ方を探る基礎調査と，番組内容
への詳しい視聴反応を探る視聴者意向調査の 2段
階の調査を行い，各局の制作現場に分析結果報告
をすることで番組内容改善に資するとともに，集
まったデータを総合的に分析，広域放送圏の中で
の各県の視聴傾向の差異についても分析・研究し
た。

4．教育番組・サービスに関する研究

（1）中学校教師と幼稚園のメディア利用と意識
に関する研究の結果報告

　15年度に行った「中学校教師のメディア利用と
意識に関する調査」と「幼稚園におけるメディア
利用と意識に関する調査」について，データの分
析・研究を行い，その成果を現場に報告し番組内
容の改善に資するとともに，それぞれ月報に発表
した。

　また，14～15年度の小・中学校調査結果の分析
や全国の学校現場の取材を基に，小・中学校での
メディア利用の実態についての論考を行い，年報
に発表した。
（2）小学校教師と特別支援学校・学級教師のメ

ディア利用に関する調査
　16年度は「小学校教師のメディア利用と意識に
関する調査」「特別支援学校・学級教師のメディ
ア利用と意識に関する調査」を行った。小学校の
各学年の教師に対してと，特別支援学校小学部・
小学校の特別支援学級の教師に調査を依頼し，い
ずれも60％以上の回答率であった。この調査結果
を分析し，17年度の月報で論文として発表する予
定である。

5．“子どもに良い放送” プロジェクト

　12年間にわたる調査の膨大なデータを，分析・研
究するためのデータクリーニング・整理を行い，17年
度以降の分析・論文発表に向けての準備を行った。

世論調査
各調査の概要では次の記号を用いる。
a．調査期間　b．調査相手　c．調査方法
d．調査事項　e．有効数（率）

Ⅰ．視聴者調査

1．全国個人視聴率調査

a． 16年 6 月調査＝16年 6 月 6 日（月）～12日（日）
　　16年11月調査＝16年11月14日（月）～20日（日）
b． 全国 7歳以上の男女3,600人
c． 調査相手に 1週間分のテレビ・ラジオの視聴

状況を記入してもらう配付回収法による時刻
目盛り日記式調査（個人単位）

d． ア．NHKテレビ（含む衛星）・ラジオ番組の
視聴率・聴取率

イ．関東・近畿地区民放テレビ番組の視聴率
ウ．時間帯別テレビ・ラジオの視聴（聴取）
状況

e． 16年 6 月調査＝2,379人（66.1％）
　　16年11月調査＝2,347人（65.2％）
（注） 1％当たりの視聴人数＝118万人（全国）
〔調査結果〕
①テレビ視聴時間
　 1日のテレビ視聴時間（週平均）は， 6月が 3
時間43分（NHK総計57分，民放総計 2時間47分），
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11月は 3 時間41分（NHK総計58分，民放総計 2
時間43分）である。
②総合テレビ
　 6月・11月共に，『連続テレビ小説』（ 6月「と
と姉ちゃん」，11月「べっぴんさん」）や『大河ド
ラマ』「真田丸」，『NHKニュース 7』などがよく
見られた。（表 1）

表 1　総合テレビでよく見られている番組
（ 6月調査）
曜日 開始時刻 番　　　組　　　名 視聴率
月
日
月
日
木
土
日
木
土
金

 8:00
20:00
19:00
20:45
 7:00
 7:00
12:00
 7:45
 7:30
 8:15

＃とと姉ちゃん
真田丸

＃NHKニュース 7
＃ニュース・気象情報
＃おはよう日本・ 7時台
おはよう日本・ 7時台

＃ニュース
＃おはよう日本Ｌ
おはよう日本Ｌ

＃あさイチ・ 8時台

16.9％
13.4
12.6
10.2
 9.8
 9.8
 9.4
 9.2
 9.0
 8.7

＃は帯番組で視聴率が最も高い曜日のもの（以下同様）

（11月調査）
曜日 開始時刻 番　　　組　　　名 視聴率
木
月
日
日
土
月
月
金
月
日

 8:00
19:00
20:00
17:00
 7:00
 7:00
19:30
 7:45
20:45
 7:00

＃べっぴんさん
＃NHKニュース 7
真田丸

＃大相撲九州場所・ 5時台
おはよう日本・ 7時台

＃おはよう日本・ 7時台
鶴瓶の家族に乾杯

＃おはよう日本Ｌ
＃ニュース845L
おはよう日本・ 7時台

14.2％
12.0
10.6
10.2
 9.3
 9.0
 8.7
 8.5
 8.3
 8.2

③Eテレ
　 1週間に少しでもEテレを見た人の率は， 6月
が27.2％，11月が25.1％であった。よく見られた
のは，朝の幼児・子どもゾーンの番組や夕方のア
ニメ番組などである。（表 2）

表 2　Eテレでよく見られている番組
（ 6月調査）
曜日 開始時刻 番　　　組　　　名 視聴率
火
月
日
日
土
月
火
土
月
土

 7:15
 7:00
 8:30
 8:00
 8:35
18:10
 7:35
 8:25
18:00
 8:00

＃アニメはなかっぱ
＃シャキーン！
趣味の園芸
趣味の園芸やさいの時間
アニメおさるのジョージ

＃アニメ忍たま乱太郎
＃コレナンデ商会
ムジカ・ピッコリーノ

＃アニメわしも
おかあさんといっしょ土曜日

2.1%
  2.0
  2.0
  1.8
  1.6
  1.5
  1.5
  1.4
  1.4
  1.4

（11月調査）
曜日 開始時刻 番　　　組　　　名 視聴率
木
月
火
木
木
火
水
月
月
火
月
月
土

 7:15
18:10
18:00
 7:00
18:00
 8:00
 8:25
17:25
17:10
18:20
 7:35
17:45
 8:25

＃アニメはなかっぱ
＃アニメ忍たま乱太郎
＃アニメわしも
＃シャキーン！
＃アニメおじゃる丸
＃おかあさんといっしょ
＃いないいないばあっ！
＃アニメはなかっぱ
＃にほんごであそぼ
＃Let‘s天才てれびくん
＃コレナンデ商会
＃キッチン戦隊クックルン
ムジカ・ピッコリーノ

2.1％
 2.0
 2.0
 2.0
 1.9
 1.9
 1.7
 1.6
 1.6
 1.6
 1.6
 1.6
 1.6

④衛星放送
　衛星放送を自宅で受信できる人は， 6 月が
48.2％，11月が50.8％であった。 6月調査で，BS1
では，『COOL JAPANスペシャル』やプロ野球，
Jリーグ中継などがよく見られた。BSプレミアム
では，『連続テレビ小説』「とと姉ちゃん」や『に
っぽん縦断　こころ旅』，「真田丸」などがよく見
られた。（表 3・ 4）

表 3　BS1でよく見られている番組
（ 6月調査）
曜日 開始時刻 番　　　組　　　名 視聴率
日
火
土
日
水
日
土
日
火
木
火
金
水
木

18:00
17:55
19:59
10:50
18:00
18:50
19:00
 8:10
 8:00
 7:50
22:00
 9:00
 9:05
18:00

COOL JAPAN SP
プロ野球・西武×巨人
Ｊリーグ・浦和×鹿島
BSニュース
プロ野球・ソフトバンク×DeNA
＃BSニュース
Ｊリーグ・浦和×鹿島
MLBタイガース×ヤンキース
MLBエンジェルス×ヤンキース
＃BSニュース
＃国際報道2016
MLBマーリンズ×ツインズ
MLBマーリンズ×ツインズ
プロ野球・ソフトバンク×DeNA

0.9%
  0.8
  0.7
  0.6
  0.5
  0.5
  0.5
  0.5
  0.5
  0.5
  0.5
  0.5
  0.5
  0.5
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表 4　BSプレミアムでよく見られている番組
（ 6月調査）
曜日 開始時刻 番　　　組　　　名 視聴率
水
水
日
月
日
日
金
土
金
月
木
土
金
土
日

  7:30
  7:45
 18:00
 7:15
21:00
19:30
20:00
 7:45
21:00
20:00
 7:00
19:30
20:45
 7:00
18:45

＃とと姉ちゃん
＃にっぽん縦断こころ旅朝版
真田丸
＃てるてる家族
イニョプの道
新・BS日本のうた
BS時代劇・立花登青春手控え
ニッポンぶらり鉄道旅　再
新日本風土記
ワイルドライフ
＃グレートトラバース 2  15min.
関口知宏ヨーロッパ鉄道の旅
シリーズ歌謡ロマン
＃ニッポンの里山
BS時代劇・立花登青春手控え　再

3.4%
2.3
2.1
1.6
1.3
1.1
1.0
1.0
0.9
0.8
0.8
0.8
0.8
0.8
0.8

⑤ラジオ
　ラジオを 1週間に少しでも聴いた人は， 6月が
34.3％，11月が34.7％であった。 1日の聴取時間
（週平均）は， 6月がNHKラジオ計12分，民放
ラジオ計19分，11月がNHKラジオ計13分，民放
ラジオ計15分である。ラジオ第 1では，朝の番組
がよく聴かれている。（表 5）

表 5　ラジオ第 1でよく聴かれている番組
（ 6月調査）
曜日 開始時刻 番　　　組　　　名 聴取率
火
火
水
火
月
水
金
土
金
土
日

 6:30
 6:10
 6:00
 6:40
 5:00
 5:36
 6:10
 6:40
 7:00
 6:10
 6:40

＃ラジオ体操
＃全国天気・ワールドリポート
＃ニュース
＃ニュース・社会の見方
＃ＮＨＫマイあさラジオ
＃健康ライフ
全国天気・今週のオピニオン
ニュース・サタデーエッセー
＃ニュース・天気予報
全国天気・復興へのメッセージ
著者に聞きたい本のツボ

2.6%
2.2
2.2
2.1
2.0
1.9
1.9
1.8
1.7
1.6
1.6

＃は帯番組で聴取率が最も高い曜日のもの

2．幼児視聴率調査

a． 16年 6 月 6 日（月）～12日（日）
b． 東京30キロ圏在住 2～ 6歳児の男女1,000人
c． 郵送法（調査相手の保護者に， 1週間分のテ
レビ視聴状況を代理記入してもらう時刻目盛
り日記式調査）

d． ア．NHKテレビ（含む衛星）の視聴率
　　イ．民放各局のテレビ番組の視聴率
　　ウ．時刻別の録画番組やDVDの再生利用率
e． 545人（54.5％）
〔調査結果〕
① 2～ 6歳児のテレビ視聴時間（週平均）は 1時

間40分（NHK総計46分，民放総計55分）で，
15年（ 1時間45分）と同程度である。

②NHK・民放全体でよく見られたのは『ドラえ
もん』（朝日），『おかあさんといっしょ』（Eテ
レ），『クレヨンしんちゃん』（朝日）などである。

3．全国放送サービス接触動向調査

a． 16年 6 月 6 日（月）～12日（日）
b． 全国の 7歳以上の男女3,600人
c．  配付回収法（日記式調査票に 1日単位で記入）
d． NHK・民放の放送局が展開する各種サービ

スの利用の有無（テレビ・ラジオ，データ放
送，録画再生，ウェブサイト，VOD，動画
サイト，SNS，インターネットラジオ，スト
リーミングなど）

e.　 2,427人（67.4％）
〔調査結果〕
①NHK・民放合わせた放送局が提供するサービ
スのうち，テレビ・ラジオやデータ放送など「リ
アルタイム（放送と同時接触）」のリーチ（ 1
週間に少しでも視聴・利用した割合）は92.2％。
②録画再生やVOD，公式動画など「タイムシフ
ト（番組への時差接触）」のリーチは，53.5％。

③放送局が提供するホームページや公式SNSなど
「インターネット（デジタルコンテンツへの接
触）」のリーチは，15.0％。

4．モバイルシフト社会とテレビ調査

a． 17年 3 月 4 日（土）～12日（日）
b． 全国の13～59歳の男女3,600人
c． 配付回収法
d． テレビ視聴，モバイル端末の利用，生活意

識や価値観など
e． 2,396人（66.6％）
※調査票を郵送で回収した83人を含む。
〔調査結果〕
①「モバイル端末（スマートフォンとタブレット
端末）の利用実態だけでなく，利用を通して感
じる意識も含め，人々とモバイル端末との関係
性を表したもの」を「モバイル関与」と定義し
て尋ねた24項目について因子分析した結果，欲
しい情報をうまく手に入れるなどモバイル端末
を使いこなしている「活用」，自分の一部で手
放せない感覚がある「親密・密着」，SNSの利
用が活発で，スマホやタブレットでのコミュニ
ケーションに積極的な「つながり」，時間を無
駄にしたと後悔したり，自分のペースを乱され
たりしてスマホやタブレットの負の側面を強く



第２部　NHKの概況｜第１章　放送｜5 節　調査研究

NHK年鑑’17 130

感じる「批判・敬遠」の 4つの因子に分かれた。
② 4因子の組み合わせによって，モバイル利用者
（スマートフォンかタブレット端末のいずれか
を利用）をクラスター分析した結果， 5つのグ
ループに分かれた。内訳は「いつでも一緒」が
20%，「つながり優先」が21%，「自分流活用」
が26％，「批判・敬遠」が21%，「低関与」が
11%。
③グループごとのテレビ視聴の特徴は，「いつで
も一緒」グループは，テレビを「必要」と感じ
ている人が89%と多く，バラエティー・お笑い
やドラマなどの娯楽系番組をよく見ている。「つ
ながり優先」グループは，「家族でテレビを見
るのは楽しい」と感じる人が多く，ドラマと情報
・ワイドショーをよく見ている。「自分流活用」
グループは，ドラマや音楽番組の視聴が低調。
「批判・敬遠」グループは，「家族と一緒にテ
レビを見る」人が多く，よく見るジャンルはニ
ュース・天気予報とドキュメンタリー・教養。
「低関与」グループは，テレビを「ほとんど，
まったく見ない」人が16％，テレビを「必要な
い」と感じている人が19％。

Ⅱ．国民世論調査

1．  参院選　徳島・高知「合区」に関する世
論調査

a． 16年 4 月 8 日（金）～10日（日）
b． 18歳以上の男女
 　【徳島県】　1,339人
 　【高知県】　1,379人
 　【合　計】　2,718人
c． 電話法（RDD追跡法）
d． 一票の格差是正のため第24回参院選から徳
島県と高知県，島根県と鳥取県の選挙区をそ
れぞれ統合する「合区」が導入された。これ
について徳島・高知両県民の意識を調査した。

e． 【徳島県】　  819人（61.2％）
 　【高知県】　  831人（60.3％）
 　【合　計】　1,650人（60.7％）
〔調査結果〕
①徳島と高知の選挙区が「合区」されることを
「知っている」人は78％だった。
②「人口が少ない徳島と高知が合区されるのは仕
方ない」という意見に対して「そう思う」は
40％「そう思わない」は42％，「一部の県だけ，
県の代表者がいなくなるのは不公平だ」で「そ

う思う」は72％，「そう思わない」は15％だった。

2．憲法に関する意識調査

a． 16年 4 月15日（金）～17日（日）
b． 全国18歳以上の男女2,425人
c． 電話法（RDD追跡法）
d． 安倍政権下で憲法改正の議論が注目を集め
る中， 5月の憲法記念日に向けて，憲法に対
する国民の意識調査を行った。

e． 1,523人（62.8％）
〔調査結果〕
①憲法改正の必要性について「どちらともいえな
い」が38％と最も多く，「必要がある」は27％，
「必要はない」は31％で改正への賛否は同程
度。 9条を改正する「必要がある」は22％で，
「必要はない」の40％のほうが多かった。

②集団的自衛権が行使できるようになったことに
ついては「どちらともいえない」が40％と最も
多く，「賛成」は25％，「反対」が27％だった。

3．「不寛容社会」に関する調査

a． 16年 5 月20日（金）～22日（日）
b． 全国18歳以上の男女2,811人
c． 電話法（RDD追跡法）
d． 今の日本社会について，満足度や寛容かど
うかなど人々の意識や評価を探り，『NHKス
ペシャル』私たちのこれから「♯不寛容社
会」（16年 6 月放送）の基礎資料とした。

e． 1,734人（61.7％）
〔調査結果〕
①自分と意見や立場が異なる人を認めるかどうか
という多様性の観点から寛容な社会かどうか聞
いたところ，「寛容な社会」は44％，「不寛容な
社会」は42%で同程度だった。

②他人の過ちや欠点を許せるかどうかという許容
の観点から寛容な社会かどうか聞いたところ，
「不寛容な社会」が46%で，「寛容な社会」の
41%を上回った。

①②共「不寛容な社会」と答えた人は若年層ほど
多い傾向がみられた。

4．生前退位に関する世論調査

a． 16年 8 月26日（金）～28日（日）
b． 全国18歳以上の男女2,729人
c． 電話法（RDD追跡法）
d． 天皇陛下が「生前退位」の意向がにじむお
気持ちを表明されたことを受けて，人々の考
えを探る調査を行った。
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e． 1,660人（60.8％）

〔調査結果〕
①制度を改正して生前退位を認めたほうがよいか
どうか尋ねたところ，「認めたほうがよい」は
84%，「認めないほうがよい」は 5 %だった。
②「認めたほうがよい」と答えた人に，制度の改
正はどのような方法が望ましいと思うか尋ねた
ところ，「皇室典範を改正して，今後すべての
天皇が生前退位できるようにする」が70%，「今
の天皇陛下に限って生前退位を認める特別法を
作る」が25%だった。

5．参院選後の政治意識・2016調査

a． 【配付回収法】
　　16年 9 月10日（土）～19日（月）
 　【郵送法】
　　16年 9 月 1 日（木）～10月20日（木）
b． 全国18歳以上の男女
 　【配付回収法】　　　　  2,400人
 　【郵送法】　（18～19歳）1,200人
 　【郵送法】　（18歳以上）1,200人
c． 配付回収法，郵送法
d． 第24回参院選後に，選挙権年齢引き下げで
新たに有権者となった18～19歳に注目し，参
院選での投票行動や政治意識を調査した。18
～19歳の新有権者とすべての年代の有権者と
を比較するため， 1）18歳以上を対象にした
配付回収法調査， 2）18～19歳を対象にした
郵送法調査， 3）18歳以上を対象にした郵送
法調査，の 3種類を実施した。

e． 1 ）配付回収法　　　　1,732人（72.2％）
　　 2）郵送法（18～19歳）   655人（54.6％）
　　 3）郵送法（18歳以上）   761人（63.4％）
〔調査結果〕
①今の国の政治への満足度については，「不満だ」
と「どちらかといえば不満だ」を合わせて70％
で，09年以降では最も少なくなっているが，依
然として政治に不満を持つ人が多くを占めてい
る。
②選挙について学校で学んだことは，18～19歳の
新有権者は「国会や選挙制度の仕組み」が73％，
「選挙の大切さ」が47％，「投票の仕方」が37％
で，いずれも20歳以上より多い。新有権者のな
かでも違いがあり，「選挙の大切さ」や「投票の
仕方」などは18歳が19歳より高くなっている。

6．  東京オリンピック・パラリンピックに関
する世論調査

a． 16年10月 8 日（土）～16日（日）
b． 全国20歳以上の男女3,600人
c． 配付回収法
d． 20年に開催の東京オリンピック・パラリン

ピックについての関心や意識，価値観などを
調べるとともに，16年に開催されたリオデジ
ャネイロオリンピック・パラリンピックに関
する人々のテレビ視聴やメディア利用状況を
調べた。

e． 2,524人（70.1％）
〔調査結果〕
①20年東京大会の開催を評価する人（よい＋まあ
よい）は86％で大多数を占める。関心がある人
（大変＋まあ）はオリンピックが81％，パラリ
ンピックは64％となっている。

②16年リオ大会の放送や映像を「ほぼ毎日見聞き
した」人は，オリンピックが49％，パラリンピ
ックが17％だった。

7．防災意識に関する愛媛県民調査

a． 16年11月18日（金）～20日（日）
b． 愛媛県の18歳以上の男女2,559人
c． 電話法（RDD追跡法）
d． 16年12月に昭和南海地震から70年を迎えるの
を機に，NHKと愛媛新聞社が協力して愛媛
県民の防災意識や災害への備えを調査した。

e． 1,541人（60.2％）
〔調査結果〕
①大地震の被害で最も心配なのは「建物の倒壊」
が63％，「原発事故による汚染」が14％，「津波」
が11％，「土砂崩れ」が 8％となっている。

②災害への備えで行政に期待することは，「食料
や水の備蓄」が33％，「安全な避難場所の確保」
が23％，「地域防災計画の策定」が11％などと
なっている。

8．ISSP国際比較調査「政府の役割」

a． 16年10月29日（土）～11月 6 日（日）
b． 全国の16歳以上の男女2,400人
c． 配付回収法
d． およそ50の国と地域が加盟する国際比較調

査。政府が果たすべき役割などについて人々
がどう考えているのか調べた。

e． 1,611人（67.1％）
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〔調査結果〕
①政府の支出について今より「増やすべき」と
「どちらかといえば増やすべき」を合わせて多
かったのは「教育」52％，「保健・医療」50％，
「高齢者の年金」41％など。このうち「教育」
は10年前より増えたのに対し，「保健・医療」
と「高齢者の年金」は減った。
②政府が公共の場所で，防犯カメラを使って人々
を監視することが，「当然＋まあ許される」と
いう人は68％で，「たぶん＋絶対に許されない」
の25％を大きく上回った。

9．日本人と憲法2017調査

a． 17年 3 月11日（土）～26日（日）
b． 全国18歳以上の男女4,800人
c． 個人面接法
d． 施行70年を迎える憲法に関する直近の国民
の意識を探り，憲法記念日に向けた放送の基
礎的な資料とする。

e． 2,643人（55.1％）
〔調査結果〕
①憲法を「改正する必要があると思う」は43％，
「必要はないと思う」は34％だった。
②憲法 9条については「改正する必要があると思
う」は25％，「必要はないと思う」が57％だった。

10．政治意識月例調査

　内閣支持率や政党支持率を継続して調査すると
ともに，その時々の政治状況や時事問題に対する
国民の意識を把握するために，毎月 1回，電話に
よる世論調査を実施した。
a． 毎月，第 2月曜（祝日の場合は火曜）の直前
の 3日間

b． 5 月までは全国の20歳以上の男女
　　 6月は参院選の調査のため実施せず
　　 7月からは全国の18歳以上の男女
　　いずれも約1,600人
c． 電話法（RDD追跡法）
d． 内閣支持，政党支持など
e． 各回65％前後

委員会・研究成果の公開

1．放送文化研究委員会

　調査・研究業務の充実を図るため，外部学識経
験者に委員を委嘱している。16年度は上期（ 7
月）と下期（ 1月）に委員会を開催し，上期は文

研の業務全般について意見を交換した。下期は16
年度の調査研究重点項目の実施状況（文研フォー
ラム，東京2020オリンピック・パラリンピックに
向けた調査・研究など）と17年度の調査研究計画
について報告・説明し，意見を交換した。委員は
次のとおり（五十音順）。
　岡本　美津子 （ 東京芸術大学大学院映像研究

科・教授）
　後藤　謙次 （共同通信社・客員論説委員）
　里中　満智子 （漫画家）
　宍戸　常寿 （ 東京大学大学院法学政治学研

究科・教授）
　盛山　和夫 （ 日本学術振興会学術システム

研究センター・副所長）
　藤田　真文 （法政大学社会学部・教授）
　山内　祐平 （ 東京大学大学院情報学環・教

授）

2．研究成果の公表

（ 1）刊行物による発表（（　）内は発行月）
　『放送研究と調査』（月報・毎月発行）
　『NHK放送文化研究所年報2017』（17年 1 月）
　『NHKデータブック世界の放送2017』（17年 2月）
　『NHK年鑑2016』（16年11月）
　『 テレビ・ドキュメンタリーを創った人々』（16
年12月）

（ 2）松山局，さいたま局，千葉局，甲府局，松
江局，宇都宮局，金沢局が実施した「NHK放送
文化セミナー」に講師を派遣した。

3．文研フォーラム2017の開催

 3 月に「NHK文研フォーラム2017　いま考え
る　メディアのちから、メディアの役割」を開催
した（ 3月 1 ～ 3 日，千代田放送会館，参加者
1,436人）。内容は以下のとおり。
◆東京2020オリンピック・パラリンピックへ
　・「文研世論調査で探る東京2020への期待と意識」
　・ シンポジウム「パラリンピックと放送の役割　
～ロンドン・リオから東京2020に向けて～」

◆ 「米ラジオ・オンデマンド時代の到来か？～拡
大する「ポッドキャスト」サービス～」

◆ 米大統領選にみるテレビメディアの変容～最新
報告　ネットと融合した巨大情報空間～

◆NHK全国個人視聴率調査の将来像
◆ シンポジウム「テレビ・ドキュメンタリーにお
ける“作家性”とは？～「制作者研究」からの
問い～」

◆ 台湾新政権のメディア政策～公共放送の充実，
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財閥のメディア支配排除は進むか～
◆BBCのEU国民投票報道で考える「報道の公平性」
◆ 「これからのテレビ」はどこに向かうのか？～
存在意義の再定義に向けて～

4．公開ホームページ

　放送文化研究所の活動を内外に発信PRするた
めに，公開ホームページを設け，『放送研究と調
査』『NHK放送文化研究所年報』，世論調査の結果，
国語力テストなど調査研究の成果を公表している。
（http://www.nhk.or.jp/bunken/）

5．資料室（図書）の運営

　資料の収集・所蔵：調査研究に必要な内外の放
送関係の図書，文研刊行物，雑誌，団体の報告書
などを収集し，体系的に整理して研究者の利用に
供した。（表 6）

表 6　放送文化研究所資料室所蔵内訳
図書
製本雑誌
和文雑誌・新聞
欧文雑誌・新聞
研究資料・報告書
文研刊行物
電子資料（CD-ROMなど）
放送文献データベース

4万6,728冊
7,111冊
400種
363種
2,284冊
3,751冊
1,143枚

4 万925件
 （17年 3 月末現在）
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